
利⽤契約書 

                (以下「利⽤者」という)と株式会社コミュニテ
ィリハビリテーション (以下 「事業者」という)は、児童福祉法に基づいて提供する
多機能型事業所 ウェルスマイル(以下「事業所」という)の利⽤について、次のとお
り契約します。  

第 1 条 (契約の⽬的) 
本契約は児童福祉法並びに障害者総合⽀援法等関係法令の理念にのっとり、利⽤者が
その有する能⼒及び適正に応じて⾃⽴した⽇常⽣活および社会⽣活を営むことができ
るよう、 事業所が作成する児童発達⽀援放課後等デイサービス計画書(以下「計画
書」という。) に基づき利⽤者に対して必要なサービスを適切に⾏うことを定めま
す。  

第 2 条 (契約期間) 
本契約の期間は受給者証の⽀給決定期間までとし、利⽤者等と事業者双⽅から申し出
がない場合、かつ受給者証に記載された⽀給期間終了後に改めて⽀給決定された場
合、契約は更新されるものとします。 

第 3 条 (児童発達⽀援 放課後等デイサービス・訪問事業計画) 
1 事業所は利⽤者の置かれている環境及び⽇常⽣活全般の状況等を通じて利⽤者が希
望する⽣活や課題等の把握を⾏い、適切な⽀援内容を検討し計画書を作成します。 
2 事業所は計画書の内容について利⽤者⼜はその家族に対して⽂書を作成し、同意を
得ることとします。 
3 事業所は計画書作成後、実施状況の把握を⾏い、少なくとも 6 ヶ⽉に 1 回以上計画
書の⾒直しを⾏い必要に応じて計画書の変更を⾏います。変更については利⽤者⼜は
その保護者に説明をし、⽂書により同意を得ることとします。 

第 4 条 (事業の主たる対象とする障害の種類とサービス内容) 
1 事業所は別紙「重要事項説明書」に記載している主たる対象とする障害種別の利⽤
者に対して、同じく別紙「重要事項説明書」に記載しているサービス内容を提供しま
す。  
2 多機能型事業（放課後等デイサービス・児童発達⽀援事業・保育所等訪問⽀援・居
宅訪問型児童発達⽀援）は、児童発達⽀援管理責任者・指導員等のサービス従業者(以
下「従業者」という)が提供するものとします。 



3 事業所は利⽤者の障害の程度⼜は利⽤者等の希望によって作成した計画書に基づ
き、各種活動や療育活動、⽇常⽣活上の⽀援を⾏い⽇常⽣活の充実を⽬指します。  

第 5条 (利⽤料⾦) 
1 利⽤者は、別紙「重要事項説明書」に記載する指定通所⽀援並びに指定障害福祉サ
ービス等の給付費に対して、利⽤者負担額(厚⽣労働⼤⾂の定める基準により算定した
費⽤の額から給付費の額を控除した額。「受給者証」に記載されている負担上限⽉額
が、利⽤者の 1 ⽉の負担の上限額となります。)を事業者に⽀払います。なお、給付費
の額については、事業者が市町村から代理受領いたしますので、利⽤者が直接⽀払う
必要はありません。  
2 利⽤者は、別紙「重要事項説明書」に記載する給付費対象外サービス(実費)に対し
て、所定の料⾦を事業者に⽀払います。  

第 6 条 (利⽤料の⽀払い⽅法) 
1 利⽤者は、前条第 1 項及び第 2 項に定める額の合計額(以下「利⽤料⾦」という)を 
⽉ごとに事業者に⽀払います。 
2 事業者は、利⽤料⾦に関わる請求書を翌⽉ 10⽇までに利⽤者に送付します。 
3 利⽤者は請求があった利⽤料⾦について事業者が指定する期⽇までに⽀払います。  
4 事業者は利⽤者から利⽤料⾦の⽀払いを受けた時は利⽤者に領収証を交付します。  
5 ⽀払いが滞った場合については⼀時的にサービス提供を停⽌することがあります。  

第 7条 (説明義務) 
 事業者及び事業所は、契約に基づく内容について利⽤者の質問等に対して適切に説明
を⾏います。  
 
第 8条 (安全配慮義務並びに事故発⽣時の対応) 
1 事業者及び事業所は、サービスの提供にあたって利⽤者の⽣命、⾝体、財産の安
全・確保に配慮します。 
2 事業者は利⽤者に対するサービスの提供により事故が発⽣した場合は、速やかに都
道府県、市町村、利⽤者の保護者等に連絡を⾏うとともに、必要な措置を講じるもの
とします。  
 
第 9条 (緊急時の援助) 
1 事業所は利⽤者に病状の急変が⽣じた場合その他必要な場合は、速やかに協⼒医療
機関⼜は利⽤者の指定する医療機関への連絡を⾏う等の必要な措置を講じます。 
2 前項のほか、事業所は利⽤者の⼼⾝の状態が変化した場合は、保護者及びその保  
 護者が指定する者に対し緊急に連絡します。 



第 10条(虐待の防⽌のための措置に関する事項) 
1 事業者及び事業所は利⽤者に対する虐待を早期に発⾒して迅速かつ適切な対応を図
るために、次の措置を講じるものとします。 
 (1)虐待の防⽌に関する責任者の選定 
 (2)苦情解決体制の整備 
 (3)従業者に対する虐待の防⽌を啓発・普及するための研修の実施 
 
第 11 条 (秘密の保持) 
1 事業者及び事業所は、正当な理由がない限りその業務上知り得た利⽤者やその家族
等の秘密を保持する義務を負います。 
2 事業者は従業者が退職後、正当な理由なく在職中知り得た利⽤者等に関する秘密を
漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 
3 事業所は、利⽤者に医療等緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利⽤者に関
する⼼⾝等の情報を提供できるものとします。 
4 事業者及び事業所は利⽤者の個⼈情報をサービス調整会議等で⽤いる場合は、利⽤
者等の同意を予め⽂書で得ない限りいかなる場合も⽤いることはありません。  
 
第 12 条 (苦情解決) 
1 利⽤者及びその保護者は事業所が提供するサービスに関して、いつでも別紙「重要
事項説明書」に記載する苦情受付窓⼝並びに都道府県社会福祉協議会に苦情を申し⽴
てることができます。 
2 事業所は苦情が申し⽴てられた場合、速やかに事実関係を確認し、改善の必要性及
びその⽅法等について、利⽤者⼜は家族に⽂書で報告します。 
3 事業者及び事業所は、利⽤者及びその家族が苦情を申し⽴てたことを理由として、
利⽤者に対し、不利益となるような対応はしません。 

第 13 条 (虐待防⽌)  
事業者は、利⽤者の⼈権の擁護、虐待防⽌の為、責任者を設置する等必要な体制の整
備を⾏うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めま
す。  

第 14 条 (契約の終了) 
1 利⽤者は 30⽇以上の予告期間をおいて⽂書で事業者に通知することにより、この契
約を解除することができます。 
2 前項にかかわらず、事業者が次の各号に該当する⾏為を⾏った場合には、利⽤者は
ただちにこの契約を解除することができます。 
(1) 事業者が正当な理由なく契約に定めるサービスを実施しない場合  



(2) 事業者が第 11 条に定める(秘密の保持)に違反した場合  
(3) 事業者が社会通念に逸脱する⾏為を⾏った場合  
(4) 他の利⽤者が利⽤者の⽣命・⾝体・財物・信⽤を傷つけた場合もしくは傷つける
恐れがある場合において事業者が適切な対応をとらない場合  
3 事業者はやむを得ない事情がある場合には、利⽤者に対し、30⽇間の予告期間をお
いて理由を⽰した⽂書で通知することによりこの契約を解除することができます。  
4 前項にかかわらず、利⽤者が次の各号に該当する場合には、事業者はただちにこの
契約を解除することができます。 
(1)利⽤者が事業者に⽀払うべきサービスの利⽤料⾦を 3ヵ⽉以上遅延し、相当期間を
定めた催告にもかかわらず故意に⽀払わない場合  
(2)利⽤者が故意⼜は重⼤な過失により事業者もしくはサービス提供職員に⽣命・⾝
体・財物・信⽤を傷つけることなどによって、契約を継続しがたい重⼤な事情を⽣じ
させ、その状況の改善が⾒込めない場合  
(3)利⽤者及びその保護者が契約締結時にその⼼⾝の状況及び病歴等の重要事項につい
て、故意にこれを告げず、⼜は不実の告知を⾏い、その結果本契約を継続しがたい重
⼤な事情を⽣じさせた場合  
(4)利⽤者がこの契約を継続し難いほどの背信⾏為を⾏ったと認めた場合。 
(5) 天災、災害その他やむを得ない理由により事業所を利⽤させることができない場
合。 
(6)利⽤者が通常の事業の実施地域外に転居した場合  
(7)利⽤者が通知を⾏わず、サービスの利⽤を⾏わなかった場合  
 
第 15条 (事故と損害賠償) 
1 事業者及び事業所は、サービスの提供によって事故が発⽣した場合は、速やかに関
係市町村及び利⽤者の家族などに連絡を⾏うとともに、必要な措置を講じます。 
2 事業者は利⽤者に対するサービスの提供により、賠償すべき事故が発⽣した場合
は、速やかに損害賠償するものとします。  
3 事業者は⾃⼰の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわ
け以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 
(1)利⽤者及びその保護者等が、契約締結時に利⽤者の⼼⾝の状況及び病歴や⾏動障害
等の重要事項について、故意にこれを告げず、⼜は不実の告知を⾏ったことにもっぱ
ら起因して損害が発⽣した場合。  
(2)利⽤者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由 
としてもっぱら起因して損害が発⽣した場合。  
 
 



第 16 条 (利⽤者の損害賠償) 
利⽤者の故意⼜は重⼤な過失により、その責に帰すべき事由により事業所・従業者・
その他第 3 者に損害が発⽣した場合は、利⽤者の責任能⼒を鑑み、その賠償責任を負
うものとします。 
 
第 17条 (協議事項) 
この契約に定められていない事項について問題が⽣じた場合には、事業者は児童福祉
法の関係法令の定めるところに従い、利⽤者と誠意をもって協議するものとします。  
 
第 18条(その他) 
この契約に定めない事項については、児童福祉法、その他関係法令に従い利⽤者等が
信義に従い誠実に協議し決定します。上記の契約を証するため、本書 2 通を作成し、
利⽤者、事業者が記名捺印のうえ、各 1 通を保有するものとします。 
 
 
 

  年    ⽉    ⽇ 
 

(保護者)住所                  

⽒名                印  

児童⽒名                 

 

(事業者及び事業所) 

事業所住所 〒436-0016 掛川市板沢 864-1 
事業所名 多機能型事業所 ウェルスマイル 

事業者住所 〒436-0041 掛川市秋葉路 4-14 
代表者名 株式会社コミュニティリハビリテーション 
        代表取締役 名倉達也 印  

 

 



重要事項説明書 

当事業所は、利⽤者に対して下記事業を提供する上で、事業所の概要や提供されるサ
ービスの内容、契約上ご注意頂きたいことを次の通り説明いたします。 

１．事業者 
   事業者名：株式会社コミュニティリハビリテーション 
   住  所：静岡県掛川市秋葉路 4-14 
   電  話：0537-21-1635 
   代表者名：名倉達也 

２．事業所の概要 
   事業所名：多機能型事業所 ウェルスマイル（2257400289） 
   住  所：静岡県掛川市板沢 864-1 
   電  話：0537-54-2119 
   管理者名：名倉佳代⼦ 
   サービス内容：放課後等デイサービス 
          児童発達⽀援 
          保育所等訪問⽀援 
          居宅訪問型児童発達⽀援 

３．職員数・勤務状況 
当事業所では各事業を提供する職員として、全体で以下の職種の職員を配置して
います。 なお職員の配置については、児童福祉法と障害者総合⽀援法の指定基準
を遵守しています。 
 嘱託医：1名以上 
 児童発達⽀援管理責任者：1名以上 
 保育⼠または児童指導員：1名以上 
 看護職員：1名以上 
 機能訓練担当職員：1名以上 

４．事業所の施設設備の概要 
当事業所の施設設備の概要は以下の通りです。 
 機能訓練室：ベッド・クッション ハンモック 
 相談室  ：机 椅⼦ 
 待合室  ：机 椅⼦ 



 処置室  ：吸引器 応急処置セット 必要医療器材 
 トイレ  ：ユニバーサルシート 
 スタッフ室：机 椅⼦ 

５．営業時間とサービス提供時間、通常の事業の実施地域 
   ＜放課後等デイサービス＞ 
   営業⽇：平⽇（⽉曜⽇〜⾦曜⽇） 
   休業⽇：⼟曜⽇ ⽇曜⽇ 祝祭⽇・12/29〜1/3 
   営業時間：9：00〜16：30 
   サービス提供時間 
    学校稼働⽇：学校終了〜16：30 
    学校休業⽇：10：00〜16：30 
   ＜児童発達⽀援＞ 
   営業⽇：平⽇（⽉曜⽇・⽔曜⽇・⾦曜⽇） 
   営業時間：9：00〜16：30 
   サービス提供時間：9：30〜12：30 
   ＜保育所等訪問⽀援＞ 
   営業⽇：平⽇（⽕曜⽇・⽊曜⽇） 
   営業時間：9：00〜16：30 
   サービス提供時間：9：00〜12：00 
   ＜居宅訪問型児童発達⽀援＞ 
   営業⽇：平⽇（⽕曜⽇・⽊曜⽇） 
   営業時間：9：00〜16：30 
   サービス提供時間：9：00〜12：00 
   対象地区：掛川市 菊川市 御前崎市 袋井市 磐⽥市 森町 

６．サービス内容 
「個別⽀援計画書」の基づき、⾃⽴した⽇常⽣活を営むために必要な訓練、制作活
動を⾏います。 
(1)様々な活動 
 ・⽇常⽣活訓練 
 ・集団⽣活適応訓練 
 ・リハビリテーションに基づいた療育 
 ・医療的ケア 
 ・創作的活動:絵 
 ・社会的⽣活上の便宜の供与:レクリエーション⾏事等 
(2)⽣活⽀援 



 ・排泄⽀援(トイレの誘導・介助等) 
 ・⾷事⽀援(⾷事介助等) 
(3)送迎サービス 
 掛川特別⽀援学校・袋井特別⽀援学校から事業所までが対象 
(4)相談⽀援 

７．サービス利⽤料⾦ 
(1)サービス利⽤料⾦ 
 障害児通所給付費によるサービス提供した場合はサービス利⽤料⾦(厚⽣労働省の
定める額)から、定率負担額(1割相当)または利⽤者上限負担⽉額を引いた額が介護
給付費の給付対象となります。事業者が障害児通所給付費の給付を市町村から直接
受け取る(代理受領する)場合、利⽤者負担分として、定額負担額(1割相当)または利
⽤者上限負担⽉額を事業者にお⽀払いいただきます。 
 <厚⽣労働省が定める額>1単位=10円 
(2)上記(1)の代理受領を⾏わない場合、事業者は通所給付決定保護者からサービス利
⽤料⾦の全額を受け取るものとします。 
(3)実費次に定める費⽤については、利⽤者から徴収するものとします。定率負担額
以外の、⽇⽤品費、創作活動材料費、その他の⽇常⽣活において通常必要となるも
のに係る経費であって保護者に負担させることが適当とみられるものの費⽤などの
費⽤は給付費⽀給の対象ではありませんのでそれに要した実費の料⾦を徴収させて
いただきます。その際、実費負担がかかるサービス提供にあたってはあらかじめ、
保護者に対し、当該サービスの内容及び費⽤について保護者の⽅に説明を⾏い、了
解を得た場合に実施します。 
(4)サービス利⽤料⾦の⽀払⽅法 
 サービス利⽤料⾦は、1カ⽉ごとに計算し、毎⽉ 10⽇前後に請求書をお送りしま
すので、下記の⽅法でお⽀払いをお願いいたします。当事業所へ直接現⾦でのお⽀
払い(集⾦袋をご⽤意します)を事業所が指定する⽇にちまでにお願います。 

８．利⽤のキャンセル・変更について 
利⽤予定⽇の前に利⽤をキャンセル⼜は変更することができます。この場合には、
利⽤予定⽇の２営業⽇前までに事業者に申し出てください。 
※変更・追加につきましては、その⽇の利⽤状況により利⽤者が希望する⽇及び時
間にサービスの提供ができないことがあります。 

９．サービスの利⽤に関する留意事項 
①受給者証の確認 
 「住所」及び「⽀給量」など「受給者証」の記載内容の変更や更新があった場合



はできるだけ速やかに本事業所従事者にお知らせください。変更、更新があった場
合は「受給者証」を確認しますので提出をお願いします。 
②宗教活動  
 通所給付決定保護者はサービスを利⽤するにあたって、宗教活動や営利を⽬的と
した勧誘、暴⼒⾏為等、他の通所給付決定保護者に迷惑を及ぼす恐れのある⾏為及
び⾔動を⾏わないものとします。 

１０．サービス実施の記録について 
①サービス実績記録票の確認 
 本事業所ではサービス提供ごとにサービス実績記録票にサービス内容、実施⽇、
時間を記録しお渡ししています。サービス実績記録票を確認いただき内容に間違い
がないか確認の上、押印をお願いいたします。 
②ご利⽤者の記録や情報の管理、開⽰について 
 本事業所では、関係法令に基づいてご利⽤者の記録や情報を適切に管理し、ご利
⽤者の求めに応じてその内容を開⽰します。(開⽰に際して必要な複写料などの諸費
⽤はご利⽤者の負担となります。) 

１１．損害賠償保険への加⼊ 
本事業所は、「施設損害保険」に加⼊しています。損害が起きた場合には、「施
設損害保険」の範囲で補償します。 

１２．協⼒医療機関 
本事業所では下記の病院に⾮常時対応等の協⼒の確認を頂いています。 
 医療機関：医療法⼈社団綾和会 掛川東病院 
 住  所：静岡県掛川市杉⾕南 1-1-1 
 電  話：0537-23-7111（代表） 
 院  ⻑：宮地紘樹 

１３．苦情の受付について 
①本事業所における苦情の受付及びサービス利⽤のご相談(お客様相談係)  サービ
スに対する苦情やご意⾒、利⽤料のお⽀払や⼿続きなどサービス利⽤に関する ご相
談、利⽤者の記録等の情報開⽰の請求は以下の専⽤窓⼝で受け付けます。 
  ○お客様相談係    苦情受付窓⼝：名倉佳代⼦ 
  ○苦情解決責任者   管理者：名倉佳代⼦ 
  ○苦情受付時間    ⽉曜⽇~⾦曜⽇  9:00~17:00 
             電話番号：0537-54-2119   
 



②⾏政機関受付 
  掛川市役所 福祉課 
  電  話：0537-21-1139 

１４．虐待防⽌について 
事業者は、障害児及び通所給付決定保護者の⼈権擁護・虐待防⽌の為に、下記の対
策を講じます。 
(1)虐待防⽌に関する苦情解決体制を整備しています。(前項の苦情受付窓⼝にて受け
付けています。)  
(2)従業者に対する虐待の防⽌を啓発・普及するための研修を実施します。 

１５．緊急時の対応 
サービス中に利⽤者の容態に急変があった場合は、嘱託医または必要に応じて受診
機関の主治医に連絡する。または、救急病院に搬送するなどの必要な措置を講ずる
ほか、管理者・ご家族等へ連絡を⾏います。 

１６．⾮常災害時の対応 
別途に定める防災計画により対応します。消防法に定められた年 2 回以上の訓練を
利⽤者参加の上実施します。その他、防災設備の設置、点検を⾏います。 

１７．個⼈情報保護 
(1)従業者は個⼈情報の保護に努め、業務上知り得た個⼈情報について在職中及び
退職後においても他に漏らしません。 
(2)利⽤者に医療等緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利⽤者に関する⼼
⾝等の情報を提供できるものとします。 
(3)利⽤者の個⼈情報をサービス調整会議等で⽤いる場合には、予め⽂書にて利⽤
者の同意を得ることとします。ただし、児童発達⽀援 放課後等デイサービス計画
を作成した際に利⽤者に同意を得ている場合には、この限りではありません。 
(4)利⽤者の円滑なサービス利⽤のため⽀援を⾏う際に、利⽤者に関する情   
報を提供する場合には、予め⽂書にて利⽤者の同意を得ることとします。 

 

   

 

 



多機能型事業所 ウェルスマイルの利⽤に際し、本書⾯に基づき重要事項の説明を⾏
いました。 

 年   ⽉   ⽇ 

（所在地）  静岡県掛川市板沢 867-1 

（施設名）  多機能型事業所 ウェルスマイル 

（説明者）  ⽒名：               

 

 

私は、本書⾯に基づいて事業者から、多機能型事業所 ウェルスマイルの利⽤につ
いて重要事項の説明を受け同意しました。 

利⽤者   （⽒名）              

保護者   （住所）                      

      （⽒名）             印    

       利⽤者との関係 （         ） 

 

 

 

 

 



個⼈情報使⽤同意書 

私(利⽤者及びその家族)は、下記の内容で事業者が必要最⼩限の範囲内で使⽤、提供
することに同意します。 

記 

１．使⽤する⽬的 
事業者が、指定放課後等デイサービス等の提供にあたり、円滑にサービスを実施
するために⾏うサービス担当者会議等において必要な場合。 

２．使⽤にあたっての条件 
個⼈情報の提供は、上記 1 に記載する⽬的の範囲内で必要最⼩限に留め、情報提
供の際には関係者以外には決して漏れることのないよう細⼼の注意を払うこと。 

３．個⼈情報の内容 
・⽒名、住所、健康状態、病歴、家族状況等事業者がサービスを⾏うために最低
限必要な利⽤者や家族個⼈に関する情報。 
・認定調査票、主治医意⾒書、障害⽀援区分認定審査会における判定結果の意⾒
(認定結果通知書) 
・その他の情報 
「個⼈情報」とは、利⽤者個⼈及び家族に関わる情報であって、特定の個⼈が識
別され、⼜は識別され得るものをいいます。 

年   ⽉   ⽇ 

多機能型事業所 ウェルスマイル宛 

保護者 

(住 所)                        

(⽒ 名)                       印 

(利⽤者名)                       

  


